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1981 年 1 月アメリカ合衆国第 40 代大統領に就任したレーガンは、ブッシュ副大統領・シュルツ国務長官・ワイ
ンバーガー国防長官・ケーシーCIA 長官等の数多くの優秀な側近に恵まれた。その中でもワインバーガー国防長官
は、レーガン政権の「力による平和」戦略を最も強力に遂行する上での実質的なバックボーンになったリーダーで
あった。「レーガン・ワインバーガー時代（1981 年 1 月～1987 年 11 月）」という言葉があるほど、レーガン大統領
の下でワインバーガーが米軍・ペンタゴンを率いた時代は、アメリカの軍事力が復活・強化されそれによって世界
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戦略が力強く進められた時代であった。 
キャスパー・ウィラード・ワインバーガー（Caspar Willard Weinberger）は、1917 年サンフランシスコに生まれ、
ハーバード大学で学んだ。1941 年にハーバード卒業後、アメリカ陸軍に入隊し、1945 年に大尉で除隊した。その後、



















知事選挙キャンペーンにワインバーガーは参加した。1967 年 1 月レーガンはカリフォルニア州知事に就任した。 
レーガン知事の下でワインバーガーは、パシフィック・テレフォン社副社長バド・ケニーやビル・クラーク等と、
カリフォルニア州政府の新しい運営の基本構造を検討していった。その中で州政府を民間企業の組織原理に近いか
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1979 年から「レーガンを大統領へ（Reagan for President）」運動がスタートした。運動の委員長には後にレーガン






防費は実質的に 20%以上も減少し、カーター政権は軍事技術等の開発にもブレーキをかけた。例えば 1977 年、カー
ター大統領は全てのB-1 爆撃機開発計画を中止していた。アメリカの軍事力・抑止力の低下は確実にアメリカの国
際政治でのプレゼンスを低下させ、それはソ連等東側陣営・反米勢力の拡張を促すことになっていった。 
1979 年時点でソ連は 5500 発の核弾頭を保有していたが、その後核弾頭増加を開始し 11000 発まで増やすことに
なる。1979 年ソ連はアフガニスタンに侵攻した。 









権力を失墜して行く過程でイラン情勢は激変した。1979 年 2 月、アヤトラ＝ホメイニのイラン革命が勃発した。1979
年 11 月 4 日、イランで学生たちがテヘランのアメリカ大使館を襲撃・占拠し 66 人を拘束、その内 52 人が以降 444
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政策がうまくいくこともないだろう、と考えるようになっていた。私自身も、1975 年から 1980 年にかけてのべク
テルやその他の企業での中東、ヨーロッパ、イギリスへの海外出張において、そういった考え方の人々を目のあた
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りにしてきた。」（『平和への戦い』23P） 













月 1 日から執行される予算」を意味する。「1990 会計年度」とは、「1989 年 10 月 1 日から 1990 年 9 月 30 日までの
期間」を意味し、「1990 会計年度予算」とは「1989 年 10 月 1 日から 1990 年 9 月 30 日までをカバーする予算」を意
味する。毎年 2 月初旬に予算の最終案が大統領から議会に提出されその年の 10 月 1 日までに議会は予算を決定して
10 月 1 日から会計年度予算が始まる。 
1981 年 1 月に発足したレーガン政権は、1981 会計年度予算（1980 年 10 月 1 日から執行されていた予算）の変更
を検討できた。そして、1982 会計年度予算（1981 年 10 月 1 日から執行される予算でカーター政権が当初、1981 年
1 月 19 日まで検討していた予算案：もちろん議会から承認を得ていないから変更可能）を、本格的に構想すること
になった。 
ワインバーガーは 1981 会計年度予算（1980 年 10 月 1 日～1981 年 9 月 30 日までの予算でカ―タ―政権下で作成
されたもの）・1982 会計年度予算（1981 年 10 月 1 日～1982 年 9 月 30 日までの予算でカーター政権が当初、1981





計年度から 1985 会計年度（1984 年 9 月スタート）のレーガン政権Ⅰ期目中に、国防予算は驚異的な勢いで伸びた。
特にレーガン政権は 2 年目の 1982 会計年度（1981 年 10 月～1982 年 9 月）の国防予算は劇的で、約 2,200 億ドルを
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表 1：アメリカの国防予算（1980 会計年度～1988 会計年度） 
会計年度（前年 10 月からスタート） 国防予算（億ドル） 対前年度増加率（%） 
1980 会計年度 1,339 15.2 
1981 会計年度 1,575 17.6 
1982 会計年度 1,853 13.3 
1983 会計年度 2,099 8.3 
1984 会計年度 2,274 11.1 
1985 会計年度 2,527 11.1 
1986 会計年度 2,733 8.2 
1987 会計年度 2,822 3.2 
1988 会計年度 2,975 5.4 
出所：United States Government Printing Office; Budget of the United States Government,  
United States Department of Defense Home Page 等より作成 
 
ワインバーガーは拡大する国防予算を以下のように使用する方針を考えた。 




であった。（カーター政権末期の計画は、12 航空母艦プラス 455 艦船だった。）1977 年カーター大統領は全ての B-1
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ォード・カーター政権下での 1972～79 年にかけての第 2 次戦略兵器制限交渉（SALTⅡ）の時、米国は実質的に、
ソ連が同意できる条件を絶対的な条件とした。ソ連は 6000 発の核弾頭を増やすことを条件とし、その通り増やした。






のように考えていた。もし仮に発効されていても、1985 年 12 月に期限切れであった。しかし、1985 年 12 月以降で
さえ、戦略兵器の検討について、「SALTⅡに反する」ということを言う者がいた。ワインバーガーは、ソ連自体が
SALTⅡに違反する行為を重ねていると、考えていた。 
第 2 に、米ソ間で戦略核兵器を制限する一貫として弾道弾迎撃ミサイル（ABM：Anti-Ballistic Missile）制限条約









リカが 1970 年代の初めに ABM 制限交渉の端緒を開いたときに考えていた基本的な戦略概念を完全に危機に陥れる
こととなった。そして、報復用のミサイルも実際に報復できなければまったく意味はないため、アメリカの防衛そ
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ソ連は ABM 制限条約を破る ABM 突破戦略を考え米国はそれへの対抗は考えていなかった。1974 年、アメリカは
ABM 制限条約に沿って、迎撃ミサイル基地をノースダコタ州のグランドフォークスの一箇所にすることを決定した。
これへの予算ですら議会が躊躇して進行しなかった。 




ように述べている。「1972 年に、ABM 制限条約の中で MAD に関する概念が皮相的に要約されたとき、ほとんどの
政策立案者と実質的には全員がそれにあたる「専門家」たちの頭の中で、それは神聖なものとされるに至った。つ










った。つまり、カーター政権は、ICBM 戦略の近代化計画として、200 基の新 MX ミサイルを約 4600 の新しいサイ
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①B52 に代わって B1 とステルス爆撃機の開発 
②旧型の水中発射ミサイルに代わって新型潜水艦発射ミサイルの開発 
























ソ連は第 2 次世界大戦後常時、最低限 2 歩兵師団をポーランドに進駐させ、ポーランドをワルシャワ条約機構の
一員として保持していた。しかし、ポーランド市民の意識は反ソ的な傾向が強かった。1970 年代末からポーランド





1980 年 11 月、ポーランドのスタニスロウ・カニア首相の下で、市民の自由化の運動が起きていた。ソ連は、警
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戒感を強めた。その流れの中で徐々にポーランド国防大臣ウォイチェフ・ヤルゼルスキ将軍が国政に影響力を行使
し始め、1981 年 2 月にはヤルゼルスキ将軍が首相になった。レーガン政権発足直後の出来事だった。ワインバーガ
ーは、「私はいつも、彼はポーランド軍の制服を着たソ連軍の将軍に違いないと感じていた。」（『平和への戦い』30P）
と、ヤルゼルスキを見ていた。 









1981 年時点リビアでは、ムアマール＝カダフィの専制支配が 12 年間続いていた。カダフィは、リビアのトリポ
リとベンガジに横たわる地中海の大部分を占めるシドラ湾全域へのリビアの支配圏、さらに北上したエリアへの支
配圏を主張していた。それは国際法上認められない主張であった。アメリカの地中海艦隊は以前よりカダフィの主
張する海域を航行し演習を行ってきていた。カダフィは、「32 度 30 分以南のシドラ湾（シドラ湾のほぼ北限にあた
る）に侵入したアメリカの艦船・航空機を爆破する」とも主張した。レーガンはワインバーガーに、リビア機の米
軍機への攻撃の際には、「もし相手が最初に攻撃してきたら撃ち落とせ」と指示を出していた。そして「1981 年 8
月 18 日」の事件が起きた。 
1981 年 8 月 18 日、アメリカ海軍の演習中、F-14 戦闘機がシドラ湾の 32 度 30 分線上を飛行した。この時、リビ
ア空軍はソ連製 SU-22 戦闘機（リビアはソ連側とつながっていた証拠）2 機を使い米軍機を威嚇した。米軍のパイ
ロットは「米軍機は国際的に認められた空域を飛行している」と主張した。リビア機は米軍機への攻撃を開始した。



















実際、「1981 年 8 月の対リビア軍事行動」は、ワインバーガーの「決断力」、一瞬の判断が、アメリカの国家とし
ての強い決意を固めさせそれを世界に示し歴史を変えて行く契機になって行くことを示している。国際政治には「人
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1977 年ソ連のSS-20 配備開始以降NATOは対応を検討し続けた。 
1979 年 12 月、NATOはソ連のSS-20 配備に対応し、『二重トラック宣言（Dual Track Resolution）』を出した。この
宣言のもとで、加盟国は方針を合意させた。その内容は、NATOは中距離核ミサイル、パーシングⅡ（PershingⅡ）・
地上発射型巡航ミサイルの開発・配備を、ソ連のSS-20 の標的の可能性のあるドイツ・イタリア・イギリス・ベル




SS-20 は 3 弾頭式で、射程距離はパーシングⅡよりやや長いものであった。その後、1981 年 1 月～1987 年 11 月の
間で、NATOは議論・検討を続けることになる。 
1981 年時点で、NATO 会議で、ゼロ・オプション（zero option）が検討されていた。「ソ連が SS-20（および旧式



























ソ連の SS-20 を真に、撤去・破壊させることになる」と考えた。 
1980 年代初頭、激しい反核・反戦運動が起きていた。ロンドンのハイドパークで、10 万人規模のデモも頻繁に起
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 ベトナム戦争での泥沼化を経験したアメリカは 1975 年のベトナム戦争終結以降、アジアから米軍を段階的に撤退
させる戦略すら構想していった。事実、カーター政権は、「アメリカに代わって日本が韓国を保護する」とした非公
式な提案・考えを有するまでになっていた。一方、ソ連はアジア太平洋・極東で軍事力を強化していた。即ち、1980
年時点でソ連は、太平洋地域に地上兵力 55 個師団以上、太平洋艦隊として 800 隻以上の艦艇、3000 機以上の軍用
機・ヘリコプターを配置していた。これは、あらゆる項目で量的には、日米の陸海空の戦力をはるかに上回るもの
であった。 
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鈴木は、日本の駐留米軍への援助を増加して行くこと、三沢基地駐留の 2 つの新しい F－16 戦闘機編隊の駐留費











潜水艦・爆撃機等多様な脅威から、海・空域の包括的な防衛を意味した。1981 年 6 月、ハワイで開催された「日米
安全保障事務レベル協議」で、アメリカ側から、周辺海・空域の防衛と 1000 カイリのシーレーン防衛、特にソ連潜
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1982 年 4 月 2 日、約 150 年間イギリスが統治してきたイギリス領のフォークランド諸島に、アルゼンチンが領有
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るよう 12 機のファントム戦闘機を低価格で売却 
 
1982 年 5 月ブリュッセルでNATO国防大臣会議が開催された。
（17）




この NATO 国防大臣会議で、ワインバーガーは、アメリカの希望であった NATO の「領域外戦略行動」を認める
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葉を使い米国の SDI 推進を批判することになる。 
 ワインバーガーは強力に SDI を推進して行く。ワインバーガーは SDI については他の部署から妨害があったり研
究費に転用などがあってもならないので、国防総省内で長官直轄の新グループをつくり防衛予算の相当部分を割り





会計年度に 14 億ドル（要求は 18 億ドル）、1986 会計年度に 26.7 億ドル（要求 37.5 億ドル）、1987 会計年度に 32.7
億ドル（48 億ドル要求）、1988 会計年度に 36 億ドル（要求 52 億ドル）を、1989 会計年度は 37.4 億ドル（要求 45










に概算で 250 億ドルかかる。もし SDI 資金が限られているなら宇宙配置システムに優先されるべきである。なぜな
ら、ICBM に新しく残存的な性質を加えるより少ない費用で防衛的阻止力を強化できるのである。しかも、世界的
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規模で同盟国にも『広大な防衛的阻止力』を与えるのである。そして軍事力制限交渉において最大の効力を与える
のである。」 
「ブリリアント・ペブルズ（Brilliant Pebbles）」を使えば、1990 年代中期には、SDI の第一段階システムの実現が





る迎撃・攻撃を可能にする SDI システムは、完全にソ連の ICBM 等、弾道ミサイル群を無力化ないし、小さい戦力
にしてしまうことを意味し、一挙にアメリカを軍事バランス上優位なポジションにつけることになった。 
アメリカは SDI 研究開発で各国と協定を締結して行くことになる。1986 年 3 月ドイツと、同年 5 月イギリス・イ


























1983 年 4 月、レバノンのアメリカ大使館が爆破された。爆薬搭載の小型トラックが監視所を突き破って大使館正
面に侵入し建物を爆破したのであった。17 人の米国人が死亡した。 





1983 年 10 月、「シリアは好戦的になっている」という情報が諜報機関から入っていた。実際、1983 年 12 月、シ
リアの対空ミサイルがアメリカの偵察機に対して攻撃をしかけ撃墜した。これに対して、レーガンはワインバーガ
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ーに対応を考え実行するよう指示した。ワインバーガーは攻撃命令を出した。空母ケネディ・インディペンデンス
から 28 機の爆撃機が発進しシリアのミサイル基地 3 カ所を攻撃した。この作戦では、米軍機 2 機が撃墜され一人が
戦死し、ロバート＝グッドマン大尉が捕虜になった。レーガンは「これから以後もアメリカ軍が攻撃されるような
ことがあれば直ちに反撃する」と声明を出した。この声明の直後の 12 月 14 日、シリアがアメリカの偵察機に発砲
した。その 5分後レバノン沖に停泊していた戦艦ニュージャージーが、16インチ巨砲をつかってシリアに砲撃した。 



















歩兵大隊・9 つの予備役歩兵大隊の戦闘配置を計画していた。さらにグレナダでは、1982 年 7 月時点で、グレナダ
人民革命軍がソ連軍に対して、1983～85 年にかけてのグレナダ軍開発計画の実施を要請している。歩兵大隊の大規
模拡大が計画されていた。約 7000 から 1 万の軍人の拡大が計画されていた。また、秘密軍事支援条約が、グレナダ・
ソ連間で 3 つ、グレナダ・キューバ間で 1 つ、グレナダ・北朝鮮間で 1 つ、締結されていた。また、グレナダ・チ
ェコスロバキア間、グレナダ・ブルガリア間でも、秘密軍事支援条約が存在した。 
1980 年 10 月にはキューバのハバナで、グレナダの国防大臣がソ連との「軍事援助協定」を締結した。さらにグ
レナダは、ソ連・東ドイツ・チェコスロバキア・ブルガリアと貿易条約を締結した。1982 年の国連総会でのグレナ
ダの投票の 92%が東側陣営の方に投票された。 
1979 年 3 月のモーリス＝ビショップの左派革命後、ビショップ以上の共産主義過激派が台頭して行った。ベルナ
ルド＝コード派であった。コードは当時副首相だった。マルクス主義強硬派のコード派はビショップが社会主義化
を加速させていないと批判した。コード派の反ビショップの動きは 1983 年に向けて加速した。 
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てもらわなくてはならない」と考えた。」（『平和への戦い』101～102P） 
1983 年 3 月 10 日以降、レーガンはワインバーガーの報告を受け、グレナダが東側の軍事基地化になると明言し










1983 年 10 月のコード派のクーデター後、グレナダには戒厳令が出され事態は緊迫していた。グレナダ軍司令官
ハドソン・オースチン将軍は「街なかで見かけたものは全て銃殺する」と明言していた。 
東カリブ海諸国機構（OECS：Organization of Eastern Caribbean States）の中にグレナダはあったが、他の OECS
諸国は以前より基本的に親米国で、米国に友好的で米国の政策を支持し米国に協力的だった。故に突如グレナダが























軍特殊部隊 SEALs（シールズ）も投入された。米軍はグレナダ上陸の 2 日目までに、約 1000 人の米国市民・学生
を、一人の命も落とすことなく全員を救出した。グレナダ作戦では最初の数日間で戦略的目標を達成した。 
米軍のグレナダ掌握後以下のことが分かった。グレナダには 1983 年時点で、700 人のキューバ人がいた。キュー
バ政府は建設労働者と主張したが、実態は全く違っていた。米国側が入手した資料では、700 人は「中隊・機関銃
中隊」等のように、軍隊式に組織・編成・分類されていた。また、700 人はソ連製の AK-47 自動小銃・重爆撃機を
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米軍はグレナダが 1986 年までに以下の武器配備をするための条約があったことを発見した。 
表 2：グレナダでの武器配備計画 
約 10000 挺の小銃（ソビエト製 AK-47・チェコ製 M-52/57 等を含むスナイパーライフル・カ―ビン銃を含む） 
4500 以上の機関銃 
1100 万発分の 7-62mm の弾薬 
295 基の移動式ロケット発射筒 




11000 発分の弾薬付き 30、76 mm の 21S-3 野戦砲 





2 万以上の軍服・5000 人以上収容可能なテント 
出所：内務省・国防総省『グレナダ～予備報告』1983 年等より作成 
 
これらのリストにあった武器の半分は野戦用の 1 万人規模の軍隊を編成するためのものだと考えられた。 
グレナダ作戦によって、アメリカは共産主義者・独裁者・無政府主義者を駆逐し 1983 年 12 月 15 日に米軍は完全
撤退した。作戦から 2 カ月であった。（警察・医療関係者等の支援者はグレナダに残った。）その 4 日後、12 月 19
日に、グレナダでは民主選挙が行われ、民主主義が確立していった。 
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中曽根は 1983 年の訪米準備の過程で、当時 80%以上の日本人、世論が日本の軍事技術の外国への移転に反対だっ
たにもかかわらず、アメリカのみを防衛技術輸出禁止の枠から外すという政治決断を行った。 
当時の日本の財政赤字は深刻で予算の 3 分の 1 以上は国債依存という状態だった。よって当時の建設・厚生・文
部省を含めた各省庁に対して、1983 年から 86 年にかけて大幅な予算削減が断行された。しかし、中曽根は防衛庁
のみを唯一の例外として予算増額を認め、1983 年度の防衛予算を 6.5%増額にするという方向性を示した。 
1983 年 11 月にはレーガンが日本を公式訪問した。その後レーガンは、1986 年 5 月、1989 年 5 月にも日本を公式
訪問することになる。 
1980 年代、日本の自衛隊の陸海空の戦力の大規模強化が計画され実現して行くことになる。その中でも 1980～84
年・1983～87 年に展開された防衛力強化計画の実行の意義は大きい。1985 年、防衛庁は「1986 年から 1990 年にか
けての中期防衛見積」をまとめた。これは中曽根首相の協力を得ながら栗原裕幸防衛庁長官が指揮をとりまとめて
いったものだった。 
1985 年初めワインバーガーは、NATO 諸国と共に日本に対して SDI 開発に参加するよう呼びかけた。1986 年 7
月の日本の選挙で中曽根政権下の自民党が圧勝し衆参両院で完全な優位を確立した。中曽根は自民党規定の総裁任
期を超過してさらに 1 年間政権を担当することになった。選挙結果を受けて、中曽根政権は米国の要請でもあった
日本の防衛費 1%枠の撤廃（それ以前は日本は GNP 比 1%を超える国防予算ではなかった）と、SDI 開発への参加を
進めたのであった。 
1988 年、在日米軍に対する日本の資金援助は 25 億ドル、アメリカ人要員一人当たり換算 4 万 5 千ドルに達し世
界に駐留する米軍の中でも最高の援助を日本は支給することになった。FSX 計画を通じて、日本の技術はアメリカ
に供与された。1990 年代以降も日米間での防衛技術協力は進展することになる。 
1988 年 5 月、日本はワインバーガーに旭日大綬賞を授与した。栗原・加藤が式典に出席し祝賀会には中曽根首相
も出席した。 






4 月辞任）に引き継がれたのである。そして私と日本の 5 人の防衛庁長官との密接な関係と友情も育んだのである。
日本の防衛費は、1988 年においてすでにイギリス、フランス、ドイツに匹敵するものであった。そして 1981 年に
比べて、実質においても、GNP 比においても、実に 3 倍に増加したのであり、さらに 1989 年と 1990 年にはそれら
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1972 年 2 月、ニクソン大統領が電撃的に中国を訪問して流れは変わった。米中は急接近し、カーター政権発足後
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ない」と明言し、さらに以下の中国側の 3 つの条件を前提にしたソ連との関係改善にも言及した。即ち、第 1 に、




































3.3.8. アメリカの INF配備断行 
1983 年時点で米ソ間の INF 交渉において、以下のような複数の不一致点が存在した。 
第 1 に、ソ連は条約が遂行されていることを確認する査察を必要ないと主張した。しかし査察がなければ、裏で
中距離核戦力を保持する可能性があるので、アメリカは厳格な査察の必要性を強く主張した。 
第 2 に、ソ連は INF 交渉で、イギリス・フランスの独立の核戦力も数に入れるべきと主張した。つまり、イギリ
ス・フランスの核戦力も減らすことを主張した。しかしこの提案は特にイギリスの核戦力を弱めソ連への西側全体
の抑止力のダウンを意味することになるので、アメリカは反対していた。 
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1984 年 6 月、張愛萍国防大臣が、アメリカを訪問した。米中間で軍事技術協力覚書書が署名され、米中の協力関
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また、1980 年 9 月、イラン・イラク戦争が勃発した。イラン・イラク戦争は 1988 年 8 月まで続くことになる。
アメリカは、イラン・イラク戦争では当初、対イランの関係からもイラクを支援していた。
（30）
実際 1983 年 12 月、ラ
ムズフェルドがイラクのサダム＝フセインと会談している。 
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1984 年初頭から、国家安全保障会議（NSC：National Security Council）を中心に、ホメイニ逝去後のイラン情勢
についての分析が始まっていた。 












1985 年 5 月、マクファーレンはイスラエルの指導者とパイプをつくるために、マイケル＝レディーンをコンサル









1985 年 7 月 12 日～20 日の期間、マクファーレンが動いていた当時、レーガンはメリーランド州ベセスダの海軍
病院に入院し、ガンの手術を受けた。 
1985 年 7 月 17 日、マクファーレンは『国家安全保障に関する判断命令』（NSDD：National Security Decision Directive）

















1985 年 11 月 30 日、マクファーレンは突如、国家安全保障担当補佐官を辞任した。後任には、ジョン＝ポインデ
長岡大学 研究論叢 第 10 号（2012 年 7 月） 






をポインデクスターに提言した。この詳細な内容は、イスラエルにあった 3300 基のタウ・ミサイル、50 基のホー
ク・ミサイル（アメリカが提供したもの）をイランに提供するというもので、一回の輸送につき、1～2 人の人質を
解放し最終的に当時の 5 人の人質を全て解放するというもの。最初の 8 人の人質のうち、ウィリアム＝バックレイ
は、人質・捕虜のまま死亡し、その後ベンジャミン＝ウェアが解放され、その時点で人質は 5 人だった。 











1986 年 1 月 7 日にも、イランへの武器供与をテーマにした会議があった。この時の様子をワインバーガーは、次



















1986 年 11 月 21 日レーガンは、ポインデクスター補佐官とノ―スを解任すると発表した。後任として、ワインバ
ーガーの側近のフランク＝カールッチが国家安全保障担当補佐官に就任した。 
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1986 年アメリカとリビアの関係は再び緊張する。1986 年リビアは、1981 年に失敗したシドラ湾封鎖を再び強調
した。即ち、ガダフィはシドラ湾とその上空を「死の領域」と名付け「死の領域」に入るアメリカの軍用機・艦船
を全て爆破すると宣言した。リビアはソ連製長距離対空ミサイル SA-5・SA-2 を配備し米軍機を攻撃できる態勢を
整えていた。リビアの背後にソ連が見えた。リビアは、米ソの局地戦とも言えた。リビアは、32 度 30 分以南の国
際領域に入るアメリカ軍を待ち構えていた。 
1986 年 3 月、国家安全保障会議・国家安全計画グループの会議で、レーガンは、32 度 30 分以南での演習を含め
た全ての演習計画を予定通り実行するよう指示した。この 1986 年の米軍の軍事演習は、1981 年以来この地域での









1986 年 3 月 2 日、米軍の艦船と共に、米軍機が 32 度 30 分以南のシドラ湾を進行中、リビアはシルテ地域からソ
連製ミサイル SA-5 を 2 発発射した。米軍はこれを回避した。又、リビアは、ソ連製戦闘機ミグ 25 を 2 機使い、米
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掛け撃退した。その後、SA-5 ミサイル基地が米軍機にレーダーを発進しているのを発見し、即、米軍の 2 機の航空
母艦機が SA-5 ミサイル基地を爆破した。その後、リビアは全ての攻撃を中止し、米軍の演習が妨害されることは
なかった。1986 年 3 月の米軍の演習は終了した。 















可能になった。F-111 爆撃機の使用が計画されたのは 2000 ポンドのレーザー誘導弾を投下することができ、リビア
の攻撃目標物への決定的な打撃を与えると同時に 2 次被害を防ぐことが可能であったからである。海軍機だけでは




1986 年 4 月 15 日、現地時間の午前 2 時にリビアの攻撃目標を爆破する計画だった。イギリスを出撃した F-111
爆撃機は、フランスの領空を飛ぶことができなかったので、長時間の飛行を無線を使わずに行う必要があった。イ
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1986 年、アメリカは中国への 3000 万ドルの兵器供給契約書に署名した。この中には、大口径砲用信管の技術情
報、航空機操縦装置近代化のための部品、軍需品生産工場に関する資料等が含まれ、特に航空機操縦装置の総費用






1986 年 10 月、レーガンは米軍の指揮系統の高度化を狙った法律である「ゴールドウォーター＝ニコルズ国防総
省再編法（Goldwater-Nichols Department of Defense Reorganization Act of 1986：通称「ゴールドウォーター＝ニコル
ズ法」）」に署名した。この法律はバリー＝ゴールドウォーター上院議員・ビル＝ニコルズ下院議員が中心に作成し





省を通じて海軍が動く指揮系統の 2 つが存在した。2 つの指揮系統の存在は、独立性の強い陸軍・海軍が独自に別々
に独自の指揮系統に沿って戦闘を行うことを現出させていた。 
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1986 年 9 月までに、アメリカの国防総省情報局（DIA：Defense Intelligence Agency）は、湾岸諸国の安全保障情
報を集中的に分析し、アメリカの護衛の必要性ありと結論を出していた。 
1986 年 11 月、クウェートは、ペルシャ湾岸諸国によって構成される湾岸協力会議（GCC：Gulf Cooperation Council）
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に対して、アメリカへの護衛要請を表明した。1986 年 12 月に、クウェートは、ソ連にも護衛の依頼をして、確答









































1987 年 5 月以降、イランの外国輸送船への攻撃は激しくなり、イランがしかけた機雷への接触事件が多発した。
ギリシャ船エスニック号、ソ連船マーシャル・チュイコウ号、米国・リベリア船プリムローズ号、ステナ・エクス
プローラ号などが、機雷による被害を受けた。1987 年 7 月から、アメリカ・クウェート・サウジアラビアの 3 カ国
による共同掃海作戦が始まり 1988 年まで続けられることになる。 
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1981 年以来続けられていた INF 交渉は、1987 年 11 月までについにソ連はレーガン政権の毅然たる姿勢に折れ、 
自国サイドの主張を諦め、アメリカ側の全ての要求を認めることになった。1987 年 12 月、レーガン・ゴルバチョ















いう「力による平和」戦略の正当性を証明したのが、INF 交渉であり INF 全廃条約であった。 






1988 年 4 月がアメリカの対イラン軍事行動の最後の山場となった。1988 年 4 月 14 日ペルシャ湾で、アメリカ海
軍の誘導ミサイル艦ロバーツが機雷に接触し 10 人が負傷し艦船に被害が出た。統合軍司令官トニー・レス提督は、
機雷が新たに設置されたものと判断した。フランク・カールッチ国防長官はそれをアメリカ軍への攻撃と分析し反




ート・イギリスのタンカーがイランから攻撃された。米軍はA6 爆撃機 2 機を発進させイランの船を一隻撃沈した。
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1988 年 2 月には、ゴルバチョフはエリツィンを政治局員候補から外していたのであった。1988 年 10 月、チェコス






1989 年 1 月から、レーガン政権の副大統領として活躍したジョージ・ブッシュが大統領に就任した。レーガン・




1989 年、ソ連支配圏で大激動が始まった。1989 年 1 月、ハンガリーで複数政党制が導入され公の示威行動、言論
の自由が認められていった。エストニアが自国民族語を公用語にした。 
2 月、チェコスロバキアでは、共産党政府が反体制派のバクラブ＝ハル等の複数を共産党統治反対ラリーに参加
したとして投獄した。ゴルバチョフは、1988 年 5 月のソ連軍のアフガ二スタン撤退開始以来のさらなる軍の撤退を
進め、この 1989 年 2 月にソ連軍のアフガニスタン撤退を完了させる。 
3 月、ソ連で史上始めて全国統一選挙が実施された。その結果、数人の主要共産党候補が落選した。エリツィン
は大勝利した。ゴルバチョフが北京を訪問した。 
4 月、グルジアのトビリシでゴルバチョフ政権は、非武装デモ隊を軍事的に鎮圧した。20 人の死者が出た。 
5 月、中国の北京の天安門広場で、学生ストライキが発生し政府が戒厳令を出した。ゴルバチョフは、人民代議
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員大会（その大半はゴルバチョフ派で固められていた）で新しくできたポスト「ソ連大統領」に選出された。その
大会はエリツィンの最高会議メンバー入りを拒否したが、外部の激しい抗議で撤回した。ゴルバチョフはソ連が
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もソ連は条約調印直前、約 2 万台の戦車・約 3 万台の大砲をウラル山脈の東に移動させていた。よって、ワインバ
ーガー等は、あくまでアメリカの強固な軍事的プレゼンスの必要性を主張している。 
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1991 年 8 月、ソ連 8 月クーデター（未遂）の後、ゴルバチョフへの求心力は低下し、ソ連邦構成の各共和国が連
邦からの離脱・独立を表明していった。そしてついに、1991 年 12 月、ゴルバチョフがソビエト連邦大統領を辞任
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（7）大統領選挙の 1980 年、カ―タ―は議会からの圧力もあり多少国防予算拡大を決定していた。即ち、1982 会計
年度の国防予算要求額を、1981 年会計年度国防予算額に対して、実質で 5.5%増大させるという決定を下して
いたのである。 
（8）後のブッシュシニア政権の第 1 次湾岸戦争・ブッシュジュニア政権のアフガン戦争・第 2 次湾岸戦争などを考
えると、ワインバーガー時代のディエゴ・ガルシアの増強の意義は大きかったと言える。 






























（15）ワインバーガーの国防長官在任中、日本は 7 回内閣改造を行い閣僚を入れかえ、日本の防衛庁長官は 5 回替
った。ワインバーガーは、その中で、特に、加藤紘一・栗原裕幸を評価している。ワンバーガーは、栗原裕幸
防衛庁長官については、「私の日本訪問のたびに誠実にもてなしてくれた。（ワインバーガーの）趣味に応じて
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（17）NATO 本部はブルュッセル郊外のイベールにあった。NATO の国防大臣の会議は年 4 回開催された。2 回は
防衛計画委員会（DPC：Defense Planning Committee：NATO の防衛について幅広く検討する会議）の会議、別




はできなかったが、経済状態等をやや改善する方向にもっていった。1989 年 8 月メネム政権は、フォークラ
ンド諸島の統治権問題を含まない形でイギリスとの外交関係回復のための交渉開始に同意した。 
（19）レーガンは、1983 年 3 月 23 日に、全国放映のテレビ中継で戦略的防衛構想を説明した。1983 年は「悪の帝
国発言」・「SDI」などで米国の対ソ連のムードが最高潮に達する。 
 
（20）SDI 予算に関しては、アメリカ議会が 1990 会計年度の予算として、辛うじて 36 億ドルを承認した。政権側
は予算請求の段階で、多くを主張していたが、多数の議会リーダー達との協議の中で 46 億ドルまで減額して
予算要求することになった。その後議会はさらに減らして 36 億ドルまでしか承認しなかった。1990 会計年度
とは、1989 年後半からスタートする予算でその原案作成自体は 1988 年頃作成を開始する。1988 年にはワイン


















の表明を受けて、ソ連は対応して行くことになり、1989 年 5 月ゴルバチョフが北京を訪問して、この 3 点で
前進があり、1950 年代後半以来の中ソ対立は改善に向かって行くことになる。 
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（30）1983 年 12 月、ラムズフェルド中東特使がイラクのフセインと会談した。イラン・コントラ・アフェアーが










た」と、絶賛している。クラークは 1983 年 10 月まで国家安全保障担当大統領補佐官を務め、それ以降は内務
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（41）1985 年 10 月 7 日、アキレ・ラウロ号がテロリストにハイジャックされ、レオン・クリングホッファーとい




















（47）ワインバーガーは、1987 年 11 月 23 日、国防長官オフィスを離れた。一つの政権についた国防長官としては、
最長の「6 年 10 カ月」、国防長官としての激務の闘いをやり抜いた。1981 年 1 月から 1987 年 11 月。ＩＮＦ全
廃条約という、レーガン政権の国際戦略の勝利がまさに固まった時期に、国防長官を退任した。ワインバーガ
ー退任後約 1 年（1987 年 12 月～1988 年～1989 年 1 月）のレーガン政権の国防政策は、フランク・カールッ
チ国防長官とコリン・パウエルが担った。ワインバーガーは、退任後 1 年間ほど、レーガン大統領の「外国情
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報顧問会議」・「米国経済委員会」のメンバーとして働いた。また、1993 年から米国フォーブス社会長として
勤務した。 
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